
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　 島成分 ポリメチルペンテンを含む同一配合からなり、繊維断面形状が海島状
で、繊維径が５μｍ以下の島成分からなる極細繊維を発生可能な極細繊維発生可能繊維か
ら発生させた極細繊維を用いて形成した湿式不織布であり、この湿式不織布 した熱
接着性繊維による接着のみによって結合していることを特徴とする湿式不織布。
【請求項２】
　極細繊維発生可能繊維の各島成分がポリメチルペンテンのみからなることを特徴とする
、請求項１記載の湿式不織布。
【請求項３】
　極細繊維発生可能繊維の各島成分がポリメチルペンテンと、このポリメチルペンテンよ
りも低融点のポリマーとを含み、この低融点のポリマーが島成分の表面の少なくとも一部
を構成していることを特徴とする、請求項１記載の湿式不織布。
【請求項４】
　島成分の直径が２μｍ以下であることを特徴とする、請求項１～請求項３のいずれかに
記載の湿式不織布。
【請求項５】
　島成分の直径の標準偏差値を、島成分の直径の平均値で除した値が０．２以下であるこ
とを特徴とする、請求項１～請求項４のいずれかに記載の湿式不織布。
【請求項６】
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　気体又は液体の濾過材として用いることを特徴とする、請求項１～請求項５のいずれか
に記載の湿式不織布。
【請求項７】
　電池用セパレータとして用いることを特徴とする、請求項１～請求項５のいずれかに記
載の湿式不織布。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は極細繊維発生可能繊維、これから発生した極細繊維及びこの極細繊維を用いた繊
維シートに関する。
【０００２】
【従来の技術】
繊維径が５μｍ以下程度の極細繊維は繊維径が小さいため、濾過材を構成する繊維として
使用すると、より微細な固体を分離することができる。このように、極細繊維の繊維径が
小さければ小さい程、より分離性能が向上すると考えられるため、濾過材を構成する繊維
として、繊維径のより小さい極細繊維を使用するのが好ましい。また、この極細繊維は耐
薬品性やエレクトレット性などの点で優れるポリオレフィンを含んでいるのが好ましい。
【０００３】
この好適であるポリオレフィン極細繊維を含む濾過材（不織布）は、例えば、ポリオレフ
ィンを島成分とする海島繊維を紡糸し、所望長さに裁断した後に海成分を溶解除去し、次
いで繊維ウエブを作成した後に、この繊維ウエブを結合することによって製造することが
できる。しかしながら、この製造方法によると、ポリオレフィン極細繊維の繊維径が小さ
くなればなる程、海島繊維を裁断する際に島成分同士が圧着する傾向があるため、均一な
地合いの繊維ウエブが得られず、その結果として均一な地合いの濾過材（不織布）が得ら
れない、という問題があった。このような傾向は島成分の直径が２μｍ以下の場合に顕著
であった。
【０００４】
【発明が解決しようとする課題】
本発明は上記の問題点を解決するためになされたものであり、裁断しても圧着することの
ない極細繊維発生可能繊維、これから発生した極細繊維及びこの極細繊維を用いた繊維シ
ートを提供することを目的とする。
【０００５】
【課題を解決するための手段】
　本発明の湿式不織布は、 島成分 ポリメチルペンテンを含む同一配合からなり
、繊維断面形状が海島状で、繊維径が５μｍ以下の島成分からなる極細繊維を発生可能な
極細繊維発生可能繊維から発生させた極細繊維を用いて形成した湿式不織布であり、この
湿式不織布 した熱接着性繊維による接着のみによって結合したものである。極細繊
維発生可能繊維中にポリメチルペンテンが含まれていると、裁断しても圧着しないことを
見い出したのである。
【０００６】
　本発明の 極細繊維は上記のような極細繊維発生可能繊維から発生
した、ポリメチルペンテンを含むものであるため、裁断しても極細繊維同士が圧着しない
か、裁断された極細繊維同士が圧着していないものである。そのため、均一に分散可能で
ある。
【０００７】
　本発明の は上記極細繊維を含むものであるため、極細繊維が均一に分散した
、地合いの優れるものである。
【０００８】
【発明の実施の形態】
本発明の極細繊維発生可能繊維はポリメチルペンテンを含むものである。このポリメチル
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ペンテンは、ポリ（４－メチル－１－ペンテン）を主体とするものであり、その中には、
エチレンやプロピレンなどのオレフィン成分が共重合成分として存在していても良い。こ
のようなポリメチルペンテンは極細繊維発生可能繊維を裁断した際に圧着しないように、
極細繊維発生可能繊維中、５ｍａｓｓ％以上含まれているのが好ましく、１０ｍａｓｓ％
以上含まれているのがより好ましい。なお、極細繊維を発生できるように、９０ｍａｓｓ
％以下であるのが好ましい。
【０００９】
本発明の極細繊維発生可能繊維はポリメチルペンテンを含むものであるが、ポリメチルペ
ンテンの存在状態は特に限定されるものではない。例えば、図１に示すように、海島状の
繊維断面形状を有する海島繊維の島成分１又は海成分２として存在する状態、図２に示す
ように、オレンジ状の繊維断面形状を有するオレンジ繊維の第１成分３又は第２成分４と
して存在する状態、図３に示すように、樹脂成分を積層した繊維断面形状を有する多重バ
イメタル繊維の第１成分３又は第２成分４として存在する状態、などがある。これらの中
でも、繊維径のより小さい極細繊維を発生可能な海島状の繊維断面形状を有する海島繊維
の島成分中にポリメチルペンテンが含まれているのが好ましい。
【００１０】
なお、繊維径が５μｍ以下の極細繊維を発生できるように、海島繊維の場合には島成分の
直径が、オレンジ繊維及び多重バイメタル繊維の場合には第１成分又は第２成分の直径が
、５μｍ以下である。本発明においては、ポリメチルペンテンを含んでいるため、前記直
径（島成分、第１成分、第２成分）が２μｍ以下であっても、圧着することなく裁断する
ことができる。なお、本発明において、極細繊維、島成分、第１成分或いは第２成分の断
面形状が非円形である場合には、これらの繊維径又は直径は断面積が同じ円の直径をいう
。
【００１１】
このポリメチルペンテンが海島繊維の島成分として存在する場合や、オレンジ繊維又は多
重バイメタル繊維の第１成分又は第２成分として存在する場合、これら成分（島成分、第
１成分、第２成分）はポリメチルペンテンのみから構成されていても良いし、ポリメチル
ペンテン以外のポリマーを含んでいても良い。例えば、ポリメチルペンテン以外にポリメ
チルペンテンよりも低融点のポリマーを含み、この低融点のポリマーがこれら成分（島成
分、第１成分、第２成分）の表面の少なくとも一部を構成していると、極細繊維発生可能
繊維から島成分、第１成分或いは第２成分からなる極細繊維を発生させた後に、低融点の
ポリマーを接着させることにより繊維シートに強度を付与したり、繊維を固定したりする
ことができる。また、ポリメチルペンテン以外にポリメチルペンテンとは熱による収縮率
の異なるポリマーを含み、この収縮率の異なるポリマーが偏在（例えば、貼り合わせ状、
偏芯状）していると、極細繊維発生可能繊維から島成分、第１成分或いは第２成分からな
る極細繊維を発生させた後に、熱処理により巻縮を発現させて、繊維シートに柔軟性や伸
縮性を付与することができる。
【００１２】
前述のポリメチルペンテンよりも低融点のポリマーの融点は、接着する際にポリメチルペ
ンテンが溶融しないように、ポリメチルペンテンの融点よりも１０℃以上低いのが好まし
く、２０℃以上低いのがより好ましい。ポリメチルペンテンの融点は２３０～２４０℃程
度であるため、低融点のポリマーとしては、例えば、ポリエチレン（例えば、高密度ポリ
エチレン、中密度ポリエチレン、低密度ポリエチレン、直鎖状低密度ポリエチレン、共重
合ポリエチレンなど）、ポリプロピレン、プロピレン共重合体、ポリアミド（例えば、ナ
イロン６、共重合ナイロンなど）、共重合ポリエステル、ポリ塩化ビニリデン、ポリ塩化
ビニル、ポリウレタン、共重合ポリメチルペンテン或いはポリブチレンサクシネートなど
がある。なお、本発明における融点は、示差走査熱量計を用い、昇温速度１０℃／分で室
温から昇温して得られる融解吸熱曲線の極大値を与える温度をいう。なお、極大値が２つ
以上ある場合には、最も高温の極大値を融点とする。
【００１３】
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この低融点のポリマーは接着できるように、島成分、第１成分或いは第２成分の表面の少
なくとも一部を構成しているのが好ましい。この低融点のポリマーは接着性に優れるよう
に、島成分、第１成分或いは第２成分の表面の３０％以上を占めているのが好ましく、６
０％以上占めているのがより好ましい。なお、ポリメチルペンテンの比率が低くなると、
裁断した際に圧着しやすくなる傾向があるため、ポリメチルペンテンは島成分、第１成分
或いは第２成分中、２５ｍａｓｓ％以上含まれているのが好ましい。
【００１４】
本発明の極細繊維発生可能繊維を構成するポリメチルペンテンやポリメチルペンテンより
も低融点のポリマー以外のポリマー（例えば、海島繊維の海成分を構成するポリマー、オ
レンジ繊維又は多重バイメタル繊維の第１成分又は第２成分を構成するポリマー）として
は、例えば、海島繊維の海成分を除去する場合のようにポリマーを除去する場合には、ポ
リメチルペンテン（ポリメチルペンテンよりも低融点のポリマーを含んでいる場合には低
融点のポリマーも含む）は５ｍａｓｓ％以下しか除去しない溶媒に対して、９５ｍａｓｓ
％以上除去できるポリマーを使用することができ、オレンジ繊維や多重バイメタル繊維を
外力によって分割するような場合には、ポリメチルペンテン（ポリメチルペンテンよりも
低融点のポリマーを含んでいる場合には低融点のポリマーも含む）と貧相溶性のポリマー
を使用することができる。より具体的には、前者の場合、アルカリ水溶液の溶媒に対して
除去可能なポリエステル（例えば、ポリエチレンテレフタレート、ポリエチレンテレフタ
レート系共重合体、ポリブチレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレート系共重合
体、ポリグリコール酸、グリコール酸共重合体、ポリ乳酸、乳酸共重合体など）を組み合
わせることができる。これらの中でも、紡糸可能温度がポリメチルペンテンと同じ領域で
ある、ポリエチレンテレフタレートやポリエチレンテレフタレート系共重合体と組み合わ
せるのが好ましく、除去性に優れるポリエチレンテレフタレート系共重合体と組み合わせ
るのがより好ましい。また、後者の場合、ポリアミド（例えば、ナイロン６、ナイロン６
６、ナイロン系共重合体など）、ポリエステル（例えば、ポリエチレンテレフタレート、
ポリエチレンテレフタレート系共重合体、ポリブチレンテレフタレート、ポリブチレンテ
レフタレート系共重合体、ポリグリコール酸、グリコール酸共重合体、ポリ乳酸、乳酸共
重合体など）、ポリプロピレン、プロピレン共重合体、ポリエチレン、エチレン共重合体
などと組み合わせることができる。
【００１５】
本発明の極細繊維発生可能繊維から発生する極細繊維の直径がほぼ同じであると、この極
細繊維を分散させた不織布は均一な孔径を有し、分離性能などの点で優れるものであるた
め、島成分、第１成分或いは第２成分の直径がほぼ同じであるのが好ましい。つまり、島
成分、第１成分或いは第２成分の直径の標準偏差値を、島成分、第１成分或いは第２成分
の直径の平均値で除した値が０．２以下（好ましくは０．１８以下）であるのが好ましい
。この島成分、第１成分或いは第２成分の直径の平均値は、極細繊維発生可能繊維又は発
生させた極細繊維の電子顕微鏡写真を撮影し、この電子顕微鏡写真の１００個以上（ｎ個
）の極細繊維、島成分、第１成分或いは第２成分の直径を計測した、その平均値をいい、
標準偏差値は計測した直径（χ）を次の式から算出した値をいう。
標準偏差＝｛（ｎΣχ 2－（Σχ） 2）／ｎ（ｎ－１）｝ 1 / 2

ｎ：測定した極細繊維、島成分、第１成分或いは第２成分の数
χ：測定したそれぞれの極細繊維、島成分、第１成分或いは第２成分の直径
【００１６】
なお、本発明の極細繊維発生可能繊維の断面形状は円形である必要はなく、非円形（例え
ば、楕円状、長円状、Ｔ状、Ｙ状、＋状、中空状、多角形状など）であっても良いし、極
細繊維発生可能繊維が海島繊維である場合には、その島成分の断面形状も円形である必要
はなく、非円形（例えば、楕円状、長円状、Ｔ状、Ｙ状、＋状、中空状、多角形状など）
であっても良い。また、極細繊維発生可能繊維を構成するポリマー（例えば、ポリメチル
ペンテン）中に、吸湿剤、艶消し剤、顔料、難燃剤、安定剤、帯電防止剤、着色剤、染色
剤、導電剤、親水化剤、脱臭剤、或いは抗菌剤などの機能性物質を混合し、各種機能を付
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加することもできる。
【００１７】
また、極細繊維発生可能繊維の繊度は特に限定するものではないが、０．８～１０デニー
ル程度が適当である。また、繊維長も特に限定するものではないが、湿式不織布を構成す
る極細繊維を発生させる場合には、０．５～３０ｍｍ程度が適当であり、乾式不織布を構
成する極細繊維を発生させる場合には、２５～１６０ｍｍ程度が適当である。
【００１８】
このような本発明の極細繊維発生可能繊維は、常法の複合紡糸法及び／又は混合紡糸法を
利用して紡糸することができる。例えば、島成分がポリメチルペンテンからなり、海成分
が共重合ポリエチレンテレフタレートからなる海島繊維は、溶融紡糸温度を２８０～３２
０℃とすることにより紡糸した後、延伸して極細繊維発生可能繊維を製造することができ
る。なお、本発明の極細繊維発生可能繊維を使用して不織布などを製造しやすいように、
延伸後に裁断しても良い。本発明の極細繊維発生可能繊維はポリメチルペンテンを含んで
いるため、裁断部において圧着していない極細繊維発生可能短繊維を得ることができる。
この裁断は、例えば、ギロチンカッター、ロータリーカッター、押切りカッターなど公知
の方法により実施することができる。また、極細繊維発生可能繊維を乾式不織布の原料と
して、又は紡績糸として使用する場合には、機械的に又は熱的に５～５０個／インチ程度
の巻縮を付与するのが好ましい。
【００１９】
なお、前述のような島成分、第１成分或いは第２成分の直径がほぼ同じ極細繊維発生可能
繊維は公知の複合紡糸法によって得ることができる。例えば、島成分の直径がほぼ同じ海
島繊維は、紡糸口金部で海成分中に口金規制して島成分を押出して複合する方法により製
造することができる。
【００２０】
本発明の極細繊維は、上述のような極細繊維発生可能繊維から発生した、ポリメチルペン
テンを含むものであるため、裁断しても極細繊維同士が圧着しないか、裁断された極細繊
維同士が圧着していないものである。そのため、均一に分散可能なものである。
【００２１】
この極細繊維の発生方法は極細繊維発生可能繊維により異なり、例えば、極細繊維発生可
能繊維がある溶媒に対して９５ｍａｓｓ％以上除去可能なポリマーと、その溶媒に対して
５ｍａｓｓ％以下しか除去されないポリメチルペンテンからなる場合、その溶媒浴中に浸
漬することにより、ポリメチルペンテンからなる極細繊維を発生させることができ、極細
繊維発生可能繊維がポリメチルペンテンとポリメチルペンテンと貧相溶性ポリマーとの組
み合わせからなる場合には、例えば、流体流、カレンダーロール、フラットプレスなどの
外力を作用させることにより、極細繊維を発生させることができる。
【００２２】
本発明の繊維シートは、上述の極細繊維発生可能繊維から発生した極細繊維を含むもので
ある。上述の極細繊維発生可能繊維から発生した極細繊維は均一に分散可能であるため、
この極細繊維を含む繊維シート（特に不織布）は地合いの優れるものである。なお、極細
繊維が接着した状態にあれば、引張り強さや剛性の優れる繊維シートであり、極細繊維が
巻縮を発現した状態にあれば、柔軟性又は伸縮性に優れる繊維シートである。この繊維シ
ートの態様としては、例えば、織物、編物、不織布、或いはこれらの複合体などがある。
【００２３】
本発明の繊維シートにおいては、上述のような極細繊維は極細繊維が存在していることに
よる性能、例えば、分離性能、柔軟性、緻密性などに優れるように、１０ｍａｓｓ％以上
含まれているのが好ましく、２０ｍａｓｓ％以上含まれているのがより好ましく、３０ｍ
ａｓｓ％以上含まれているのが最も好ましい。
【００２４】
この極細繊維以外の繊維としては通常の繊維を使用することができ、例えば、ガラス繊維
や炭素繊維などの無機繊維、絹、羊毛、綿、麻などの天然繊維、レーヨン繊維などの再生
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繊維、アセテート繊維などの半合成繊維、ポリアミド繊維、ポリビニルアルコール繊維、
アクリル繊維、ポリエステル繊維、ポリ塩化ビニル系繊維、ポリ塩化ビニリデン繊維、ポ
リウレタン繊維、ポリエチレン繊維、ポリメチルペンテン繊維、芳香族ポリアミド繊維、
又は２種類以上の樹脂成分からなり、巻縮発現性、熱接着性、或いは分割性を有する複合
繊維などの合成繊維を使用できる。
【００２５】
本発明の繊維シートは常法により製造することができる。例えば、上述のような極細繊維
発生可能繊維から発生した極細繊維を含む湿式不織布は、次のようにして製造することが
できる。まず、上述のような極細繊維を用意する。この極細繊維が短繊維でない場合には
、例えば、ギロチンカッター、ロータリーカッター、押切りカッターなど公知の方法によ
り、所望の長さに裁断する。
【００２６】
次いで、この極細繊維（必要により他の繊維も）を常法の湿式法（例えば、水平長網方式
、短網方式、傾斜ワイヤー型長網方式、円網方式、又は長網・円網コンビネーション方式
など）により繊維ウエブを形成し、次いで、この繊維ウエブを結合して湿式不織布を製造
することができる。この結合方法としては、例えば、（１）水流などの流体流によって絡
合する方法、（２）極細繊維によって接着する方法、（３）混合した熱接着性繊維によっ
て接着する方法、（４）バインダーを塗布又は散布して接着する方法、などがある。なお
、これら結合方法は併用することができる。
【００２７】
本発明の繊維シートは極細繊維が均一に分散した地合いの優れるものであるため、各種用
途、例えば、衣料用芯地、衣料用中入綿、内装材、気体又は液体の濾過材、各種クリーニ
ングシート、土木用シート、電池用セパレータ、貼付材用基布、壁紙用基材、合成皮革用
基布、人工皮革用基布、透湿防水布などに使用することができる。なお、本発明の繊維シ
ートを染色処理、顔料による着色処理、起毛処理、ラミネート処理、成形加工、エンボス
処理、或いは化学的又は物理的表面処理を実施することによって各種機能を付加して、各
種用途に適合させることができる。
【００２８】
以下に、本発明の実施例を記載するが、以下の実施例に限定されるものではない。なお、
ポリプロピレンのメルトインデックスはＪＩＳ　Ｋ６７５８に準じて測定した値であり、
ポリエチレン及びポリメチルペンテンのメルトインデックスはＡＳＴＭ　Ｄ１２３８に準
じて、それぞれ１９０℃、２６０℃で測定した値である。
【００２９】
【実施例】
（実施例１）
海島繊維を紡糸できる常法の複合紡糸装置（６１島の海島繊維を紡糸可能）を使用し、海
成分として５－スルホイソフタル酸を共重合成分とするポリエチレンテレフタレートを、
島成分としてポリメチルペンテン（メルトインデックス：１００）を、ギアポンプ比９１
：３９、温度３００℃の条件下で押し出し、繊度２．７デニールの未延伸糸を紡糸した。
次いで、この未延伸糸を温度９０℃で２倍延伸を行った後、ギロチンカッターで裁断して
、繊度１．５デニール、繊維長３ｍｍの極細繊維発生可能短繊維（断面：円形、島成分の
直径：１．４μｍ以下、島成分の直径の標準偏差値を島成分の直径の平均値で除した値：
０．１４（計測数：１００）、島成分の断面形状：円形）を製造した。この極細繊維発生
可能短繊維の断面を電子顕微鏡写真により観察したところ、圧着することなく裁断された
表面を有していた。
【００３０】
次いで、この極細繊維発生可能短繊維を温度８０℃、１Ｍ－水酸化ナトリウム水溶液中に
４５分間浸漬して、海成分である共重合ポリエチレンテレフタレートを分解除去して、平
均繊維径１．０μｍ、極細繊維の繊維径の標準偏差値を極細繊維の繊維径の平均値で除し
た値が０．１４（計測数：１００）のポリメチルペンテン極細短繊維（断面：円形）を製
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造した。
【００３１】
次いで、このポリメチルペンテン極細短繊維を、アクリルアミド－アクリル酸ナトリウム
共重合体（増粘剤）とポリオキシエチレンノニルフェニルエーテル（界面活性剤）とを含
む水中に分散させたところ、繊維の塊がなく、均一に分散させることができた。
【００３２】
（実施例２）
海島繊維を紡糸できる常法の複合紡糸装置（２５島の海島繊維を紡糸可能）を使用し、海
成分として５－スルホイソフタル酸を共重合成分とするポリエチレンテレフタレートを、
島成分としてポリメチルペンテン（メルトインデックス：１００）と高密度ポリエチレン
（メルトインデックス：２０）とを４：６でブレンドしたものを、ギアポンプ比６５：１
５、温度２９５℃の条件下で押し出し、繊度３．６デニールの未延伸糸を紡糸した。次い
で、この未延伸糸を温度９０℃で２倍延伸を行った後、ギロチンカッターで裁断して、繊
度２デニール、繊維長３ｍｍの極細繊維発生可能短繊維（断面：円形、島成分の直径：１
．７μｍ以下、島成分の直径の標準偏差値を島成分の直径の平均値で除した値：０．１１
（計測数：１００）、島成分の断面形状：円形）を製造した。この極細繊維発生可能短繊
維の断面を電子顕微鏡写真により観察したところ、圧着することなく裁断された表面を有
していた。
【００３３】
次いで、実施例１と全く同様に海成分の分解除去を実施して、平均繊維径１．３μｍ、極
細繊維の繊維径の標準偏差値を極細繊維の繊維径の平均値で除した値が０．１１（計測数
：１００）のポリメチルペンテン－高密度ポリエチレン混合極細短繊維（断面：円形）を
製造した。次いで、このポリメチルペンテン－高密度ポリエチレン混合極細短繊維を実施
例１と同様に分散させたところ、繊維の塊がなく、均一に分散させることができた。
【００３４】
（実施例３）
海島繊維を紡糸できる常法の複合紡糸装置（６１島の海島繊維を紡糸可能）を使用し、海
成分として５－スルホイソフタル酸を共重合成分とするポリエチレンテレフタレートを、
島成分としてポリメチルペンテン（メルトインデックス：１００）とポリプロピレン（メ
ルトインデックス：６５）とを４：６でブレンドしたものを、ギアポンプ比９１：３９、
温度３００℃の条件下で押し出し、繊度５．５デニールの未延伸糸を紡糸した。次いで、
この未延伸糸を温度９０℃で２．１倍延伸を行った後、ギロチンカッターで裁断して、繊
度２．４デニール、繊維長３ｍｍの極細繊維発生可能短繊維（断面：円形、島成分の直径
：１．７μｍ以下、島成分の直径の標準偏差値を島成分の直径の平均値で除した値：０．
１１（計測数：１００）、島成分の断面形状：円形）を製造した。この極細繊維発生可能
短繊維の断面を電子顕微鏡写真により観察したところ、圧着することなく裁断された表面
を有していた。
【００３５】
次いで、実施例１と全く同様に海成分の分解除去を実施して、平均繊維径１．３μｍ、極
細繊維の繊維径の標準偏差値を極細繊維の繊維径の平均値で除した値が０．１１（計測数
：１００）のポリメチルペンテン－ポリプロピレン混合極細短繊維（断面：円形、ポリプ
ロピレン融点：１６２．６℃）を製造した。次いで、このポリメチルペンテン－ポリプロ
ピレン混合極細短繊維を実施例１と同様に分散させたところ、繊維の塊がなく、均一に分
散させることができた。
【００３６】
（比較例１）
海島繊維を紡糸できる常法の複合紡糸装置（２５島の海島繊維を紡糸可能）を使用し、海
成分として５－スルホイソフタル酸を共重合成分とするポリエチレンテレフタレートを、
島成分としてポリプロピレン（メルトインデックス：２１）を、ギアポンプ比９１：３９
、温度２９５℃の条件下で押し出し、繊度３デニールの未延伸糸を紡糸した。次いで、こ
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の未延伸糸を温度９０℃で１．９倍延伸を行った後、ギロチンカッターで裁断して、繊度
１．７デニール、繊維長３ｍｍの極細繊維発生可能短繊維（断面：円形、島成分の直径：
１．８μｍ以下、島成分の直径の標準偏差値を島成分の直径の平均値で除した値：０．１
４（計測数：１００）、島成分の断面形状：円形）を製造した。この極細繊維発生可能短
繊維の断面を電子顕微鏡写真により観察したところ、島成分同士が圧着した表面を有して
いた。
【００３７】
次いで、実施例１と全く同様に海成分の分解除去を実施して、平均繊維径１．１μｍ、極
細繊維の繊維径の標準偏差値を極細繊維の繊維径の平均値で除した値が０．１４（計測数
：１００）のポリプロピレン極細短繊維（断面：円形、融点：１６４．４℃）を製造した
。次いで、このポリプロピレン極細短繊維を実施例１と同様に分散させたところ、繊維が
分散されずに繊維束状に残ったり、絡んで塊となった分散性の悪いものであった。
【００３８】
（比較例２）
海島繊維を紡糸できる常法の複合紡糸装置（２５島の海島繊維を紡糸可能）を使用し、海
成分としてポリ乳酸を、島成分として高密度ポリエチレン（メルトインデックス：２０）
を、ギアポンプ比７５：２５、温度２４０℃の条件下で押し出し、繊度５デニールの未延
伸糸を紡糸した。次いで、この未延伸糸を温度９０℃で３．８倍延伸を行った後、ギロチ
ンカッターで裁断して、繊度１．５デニール、繊維長３ｍｍの極細繊維発生可能短繊維（
断面：円形、島成分の直径：１．７μｍ以下、島成分の直径の標準偏差値を島成分の直径
の平均値で除した値：０．１２（計測数：１００）、島成分の断面形状：円形）を製造し
た。この極細繊維発生可能短繊維の断面を電子顕微鏡写真により観察したところ、島成分
同士が圧着した表面を有していた。
【００３９】
次いで、この極細繊維発生可能短繊維を温度８０℃、１Ｍ－水酸化ナトリウム水溶液中に
３０分間浸漬して、海成分であるポリ乳酸を分解除去して、平均繊維径１．２μｍ、極細
繊維の繊維径の標準偏差値を極細繊維の繊維径の平均値で除した値が０．１２（計測数：
１００）の高密度ポリエチレン極細短繊維（断面：円形）を製造した。次いで、この高密
度ポリエチレン極細短繊維を実施例１と同様に分散させたところ、繊維が分散されずに繊
維束状に残ったり、絡んで塊となった分散性の悪いものであった。
【００４０】
（実施例４）
実施例３と同様にして形成したポリメチルペンテン－ポリプロピレン混合極細短繊維と、
芯成分がポリプロピレン（融点：１５８℃）からなり、鞘成分（接着成分）が高密度ポリ
エチレン（融点：１３１℃）からなる芯鞘型複合接着短繊維（繊維径１１．８μｍ、繊維
長１０ｍｍ）とを用意した。
【００４１】
　次いで、前記ポリメチルペンテン－ポリプロピレン混合極細短繊維と芯鞘型複合接着短
繊維とを、質量比１：１でアクリルアミド－アクリル酸ナトリウム共重合体（増粘剤）と
ポリオキシエチレンノニルフェニルエーテル（界面活性剤）とを含む水からなる分散浴に
分散させ、角型手抄き抄紙機により抄造した後、温度１４０℃で乾燥すると同時に芯鞘型
複合接着短繊維の接着成分である高密度ポリエチレン成分のみを接着して不織布を製造し
た。この不織布は均一な地合いを有し、孔径の均一なものであったため、気体又は液体の
濾過材或いは電池用セパレータとして好適なものであった。
【発明の効果】
　本発明 極細繊維発生可能繊維はポリメチルペンテンを含んでい
るため、裁断しても圧着しないものである。また、本発明の極細繊維発生可能繊維から発
生したポリメチルペンテンを含む極細繊維は、裁断しても極細繊維同士が圧着しないか、
裁断された極細繊維同士が圧着していないものである。 はこの極細繊
維を含むものであるため、極細繊維が均一に分散した地合いの優れるものである。
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の湿式不織布を構成する

本発明の湿式不織布



【図面の簡単な説明】
【図１】　本発明の極細繊維発生可能繊維の模式的断面図
【図２】（ａ）　本発明の別の極細繊維発生可能繊維の模式的断面図
（ｂ）　本発明の別の極細繊維発生可能繊維の模式的断面図
【図３】　本発明の別の極細繊維発生可能繊維の模式的断面図
【符号の説明】
１　島成分
２　海成分
３　第１成分
４　第２成分 10

【 図 １ 】

【 図 ２ 】

【 図 ３ 】
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